様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　令和4年　4月　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　　ごとうぐみ
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社　後藤組
（ふりがな）ごとう　しげゆき
                       （法人の場合）代表者の氏名  　　　後藤　茂之　   印
住所　〒992-0052　
山形県米沢市丸の内2丁目2－27

法人番号 6390001009855　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『DXへの取り組み』

	公表日
	　　　　令和4年　2月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「DXへの取り組み」のうち「DX戦略の目的」及び「DXにおける基本的な方針」の箇所に記載
（https://www.gto-con.co.jp/dx/）

	記載内容抜粋
	■現状の認識
産業全体をデジタルの波が襲っている。顧客や市場に関する膨大なデータを持つ企業がそのデータを活用し既存産業に新たな付加価値をもたらし、市場全体を席巻している。
また建設業ではそれと同時に深刻な労働力不足が嘆かれている。就労者の高齢化、人口構成の変化による新規参入者の減少により5年後、10年後の施工体制を確保することは今よりも難しくなっていく。
■DX戦略の目的
本戦略はこのような「変化」への圧力を前にし、我が社がデジタルツールをどのような位置付けで、どのように活用していくか、また既存の仕事のやり方・働き方・組織体制をどのように変革させていくか、またブラックボックス化した社内のデジタル環境が経済的損失をもたらす所謂2025年の崖問題を前にし、どのようなデジタル環境を構築するかを長期的な視点で定め、変化の時代において我が社がどう生き残っていくかを「DX戦略」として示すものである。
■DXにおける基本的な方針
DX推進プロジェクトにおいては以下の二つを基本的な方針とする。
1 デジタルツールの活用により既存ビジネスの生産性を改善しライバルに差をつける
2 データ活用により新たな顧客価値を創造しライバルに差をつける

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本記載内容は2021年12月2日開催定時取締役会での決議を受けている



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『DXへの取り組み』

	公表日
	　　　　令和4年　2月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「DXへの取り組み」のうち「DX推進プロジェクト」「DX推進シナリオ」の箇所に記載
（https://www.gto-con.co.jp/dx/）

	記載内容抜粋
	■DX推進プロジェクト
全社的な取り組みとして以下をプロジェクトの柱とし実行していく。
・業務システムの全体最適化
SaaSの利用により従業員自身が業務システムを作成し、RPA・APIを利用した既存業務サービスとのデータ連携を行い、販売から施工まで各業務プロセスにおいて一貫したデータ管理を行い、顧客へ均一なサービスを安定的に提供する
・リアルタイム経営
蓄積した業務データに対する情報の見える化・AIによる分析（BI適用）によりベテラン社員の勘と経験に依らないデータに基づく判断が可能な組織にし安定的な施工体制を確保する
・業務効率化
RPAの利用によりバックオフィス業務の効率化を図りお客様に付加価値を提供する時間を最大化することで既存事業の競争力を強化する
・次世代型建設DXの推進
土木・建築部門においてi-Constructionの適用を推進し、工事現場の効率化・工事目的物の品質を向上させる

■DX推進シナリオ
上記「DX推進プロジェクト」の達成に向けた各分野での中長期計画をフェーズ0～フェーズ3の4つのフェーズに分け、段階的な実現を目指していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本記載内容は2021年12月2日開催定時取締役会での決議を受けている



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「DXへの取り組み」のうち「DX推進プロジェクト」内「4 組織体制の変革」の箇所に記載
（https://www.gto-con.co.jp/dx/）

	記載内容抜粋
	■組織体制の変革
DXプロジェクトを進めるにあたり社長直轄のDX推進室を設置し事業部門間のデジタル環境のブラックボックス化を防ぐとともに、本プロジェクトの迅速な進捗を図る



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「DXへの取り組み」のうち「DX推進プロジェクト」内「システム環境整備」及び「社内人材育成」の箇所に記載
（https://www.gto-con.co.jp/dx/）

	記載内容抜粋
	■システム環境整備
現在の自社運用の基幹システムからクラウド型の基幹システムへ移行する
■社内人材育成
・社内教育プログラムに基づき教育を実施し、データ活用、業務自動化、業務システムの構築についてのスキルを有する社員を創出する



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『DXへの取り組み』

	公表日
	　　　　令和4年　2月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「DXへの取り組み」のうち「DX推進プロジェクト達成状況を図る指標」の箇所に記載
（https://www.gto-con.co.jp/dx/）

	記載内容抜粋
	■DX推進プロジェクト達成状況を図る指標
以下の指標をKPI指標としてDX推進プロジェクトの達成度を管理する。各指標についてはDX推進委員会（年12回開催）にて状況を把握し、定期的にプロジェクトの更新を行う。
＜人時生産性の向上＞
人時生産性（粗利益/総労働時間）の向上をKPI指標とします
第80期人時生産性（粗利益/総労働時間）= 7,648円
3年後8,800円を目標とする。（毎年5%の向上）
＜業務自動化による残業時間の削減＞
第80期実績：208.78時間（期中平均残業時間）
3年後目標：187.9時間
以降毎年90%の削減
＜i-Construction導入現場数＞
工事部門における3年後目標（%）
第80期実績：8.2%
3年後目標：18.5%（毎年5%の向上）
＜IT人材の確保＞
3年後目標（人）
アソシエイト認定資格者 50人（第81期10人）
スペシャリスト認定資格者20人（第81期3人）
エキスパート認定資格者10人（第81期0人）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　令和4年　4月　1日

	発信方法
	当社コーポレートサイト「お知らせ」内「DXへの取り組みについて」にて現在の取り組み状況について発信している。
※当社コーポレートサイト「お知らせ」内「DXへの取り組みについて」に記載（https://www.gto-con.co.jp/event/1538/）

	発信内容
	■DXへの取り組みについて
当社では時代に合わせて変化していくため、デジタルトランスフォーメーション（DX）に取り組んでいます。2021年に社内のDXを進める組織であるDX推進室を設置し、それと同時に経済産業省の「DX推進指標」に基づく自己分析に基づき私共の現在の立ち位置・課題を認識すると共に、短期～中長期の推進計画を策定しました。
現在のDXへの取り組み状況として、「DX推進シナリオ」のフェーズ1の各項目をクリアしています。今後は推進シナリオのフェーズ2の達成に向けて変化を加速させていくことをご報告します。　
代表取締役　後藤茂之




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　11月頃　～　　　2022年　　1月頃

	実施内容
	当社は「DX推進指標」による自己分析を行いIPAの自己診断結果入力サイトより結果を入力している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　11月頃　～　　　2022年　　1月頃

	実施内容
	当社はSECURITY ACTION制度に基づく自己宣言（二つ星）を行っている。
※当社コーポレートサイト内「情報セキュリティ基本方針」に記載（https://www.gto-con.co.jp/security/）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

